集落地域の整備計画手法に関する研究-神奈川県の事例- by 川嶋,雅章





















































































議 し、集落地域整備法の適用が考えられ る11市 町で17
地区の集落地域を選定し現地調査を行って、集落地域の具
体的な整備手法の検討 を行った。



























街化区域 と市街化調整区域)を 指定 し、その後昭和54年、
59年(保留制度の導入、逆線引き)、 平成2年 に見直 しを
行った。
















根町 を除く33市 町村で指定 され、優良農用地については、
130
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農 用地 区域の指 定がな されている。
平成6年4月 現在 、農業振興 地域 と農 用地区域 は、表1
に示す よ うになってい る。
農業 振興 地域 は、51,206haで、 この内、12,337ha(24.1
%)が 農用 地区域 に指定 され ている。
市街 化調整 区域内の農地をみ ると、 田が5,329ha、畑 が1
5,721haある。地域別 にみる と、湘南地域 に農 地(32.4
%)が 最 も多 く存在 し、次いで県西地域(24.4%)となっ
てい る。 なお、横浜 ・川崎で も14.5%の農地 が存在 してい
る。
地 目別 では、 田は湘南地域(41.5%)に多 く、次い で県
央(24.9%)、県西(22.3%)に多い。畑 は津 久井地 区を
除 く地域 に分布 してい る。耕作放棄地 は1,108haで、湘南
(35.9%)、横浜 ・川崎(29.8%)、県央(25.4%)の3
地域 に多 くな って いる。
表1地 域別市街化調整 区域 ・用途無指 定、








の2町 、中間農業地域(平 地農業地域 と山間農業地域の中
間的な性格の市町村)は 、松田町、箱根町、相模湖町の3









水田型 田畑型 畑地型 計
都市的地域 1 8 19 28
平地農業地域 1 1 2
中間農業地域 3 3
山間農業地域 4 4



















































横浜市 o ○ o △ ◎ o
川崎市 ○ o ◎ ○ O
横須賀市 ○ ○ △ △ ◎ ○
鎌倉市 o ○ △ ◎ ○
逗 子市 o 一 △ ◎ ○
三 浦市 o ○ △ ◎ ○ ○
葉山市 o 一 ◎ O
相模原市 ○ O △ ◎ △ ○
厚木市 ○ ○ O O △ △ o
大和市 O O △ ◎ ○
海老名市 O O O △ △ ○
座間市 O ○ △ △ △ O
綾瀬市 ○ O ○ ◎ △ ○
愛川町 ○ O ◎ △ △ ○
清川村 一 一 一 △ ◎ ○
平塚市 ○ ○ ◎ △ ○ o
藤沢市 ○ ○ o ○ △ ○
茅 ケ崎 市 ○ ○ ◎ O ○
秦野市 ○ ○ △ ○ O ◎ ○
伊勢崎市 ○ ○ o ○ △ o O
寒川 町 o O ◎ △ o O
大磯町 O o △ o ◎ ○
二宮 町 ○ ○ ○ o ○
南足柄町 ○ ○ △ △ ◎ o
中井 町 O o O ◎ ○
大井町 O o O O O
松田 町 ○ o △ ◎ ○
山北 町 o O ◎ o
開成 町 ○ O ◎ O
小田 原市 ○ O ◎ △ ○ ◎ ○
箱根町 ○ 一 ◎ ○
真鶴町 o O ◎ ○
湯河原町 O ○ △ ◎ ○
城山町 o O △ ◎ ○
津久井町 O ○ △ ◎ O
相模湖町 ○ ○ △ ◎ O
藤野町 0 O ◎ O






降は県央(厚 木市、海老名市)、 湘南(藤 沢市、秦野市)、
県西(大 井町、小田原市)で 、市街地の外延的拡大が顕著
である。































































































































地(都 市計画法第43条第1項 第6号 のロ)
なお、県では計画的な土地利用を図るために、平成8年
3月に 「神奈川県土地利用調整条例」(平成8年 神奈川県

















特定地域(都 市計画法第7条 第1項 に規定する市街化区
域及び市街化調整区域の区分が定められていない区域の う





















































































㈲ 田 畑 ㎜ 小計 面積H7/S6⑦
横浜市 43,29732,78810,50935.08.549.6 7.065.0 4,925 L796 1,087 1,056 3838740 100.3%95.5%97.6%92.6%4L2覧
川崎市 14,38512,6791,70683.2 2.614.10.016.8 272 96 104 88 1688 100.0%95、〔楕 104.8%47.1%8.3%
横須賀市 10,0403,684 6,35619.710.766.8 2.780.3 565 354 348 348 217 6 100.4%98.3%100.6%42.9% L7%
鎌倉市 3,953 2,571 1,38246.9 2.15L1 0.053.1 115 58 47 43 68 15100.0%100.0%100.0%100.0%25.9%
逗子市 1,786 852 93477.3 0.O22.7 0.022.7 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
三浦市 3,129 792 2,3377.1 3.989.0 0.092.9 2,025 1,126 L149 1,119 876 7 100.0%101.4%101.4%"6.7% 0.6%
葉山市 1,700 511 1,18928.522.440.5 8.671.5 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
相模原市 9,0η 6,469 2,60842.28.044.9 5.057.8 731 528 321 319 410 209 99.2覧 95.7%99.1%90.9%39.6%
厚木市 9,383 3,102 6,28120.334.739.4 5.579.7 3,690 1,383 460 449 3230 934 97.9%78.3%102.0%70.4%67.5%
大和市 2,858 2,007 85154.93.841.4 0.045.1 287 116 55 55 232 61100.0%100.0%100.0%100.0%52.6%
海老名市 2,520 1,3781,14223.344.330.5 L9 76.7 869 518 80 73 789 445373.0%284.6%85.9%458.8%85.9%
座間市 1,794 L253 54135.629.035.4 0.164.4 460 203 189 186 271 17 97.3%94.0%94.4%89.5%8.4%










愛川町 3,411 898 2,51329.812.842.614.770.2 615 277 253 232 362 45100.5%90.8%96.3%70.3%16.2%
平塚市 6,788 3,095 3.69316.643.438.3 1.883.4 2,739 1,6601,124 1,117 1615 54398.5%94.1%90.7%101.7%32.7%
藤沢市 6,963 4,685 2,27827.816.350.1 5.872.2 L794 1,065 703 682 lo91 38399.7%96.7%87.9%U7.8%36.0%
茅ケ崎市 3,576 2,213 L363 37.011.942.8 8.363.0 124 101 101 99 23 2 100.0%93.5%95.2%50.0%2.0%
秦野市 10,3622,4417,92127.29.355.9 7.672.8 3,440 1,318 870 853 2570 46599.6%89.4%76.2%131.0%35.3%
伊勢原市 5,552 1,1374,41510.934.254.9 0.089.1 1,886 L260 η6 710 U70 55098.8%89.5%87.0%92.9%43.7%
寒川町 L322 698 62429.324.033.912.870.7 433 240 172 162 261 78102.9%9L3% 94.2%85.7%32.5%
大磯町 1,723 548 1.口5 16.38.274.9 0.683.7 720 298 297 292 423 6 100.0%100.0%98.0% 2.0%
二宮町 896 434 46216.0 1.282.8 0.084.0 289 120 99 99 190 21100.3%80.5覧 77.3%100.0%17.5%
小田原市 U,424 2,8118,61312.917.569.6 O.087.1 5,5532,494 1,283 1,282 4270 121299.1%108.9%81.6%168.8%48.6%
南足柄市 7,757 715 7,0428.92L2 69.8 0.091.1 L878 768 651 648 1227 12096.6%93.5%叙L2%235.3%15.6%
中井町 1,975 222 1,75347 5.985.3 42 95.3 1,564 501 316 311 1248 190100.1%96.2%102.3%87.6%37.9%
大井町 1,471 325 1,14616.724.957.3 1.283.3 908 374 252 252 656 122100.0%99.2%98.8%100.0%32.6%
松田町 571 198 3736.6 O.314.5 0.O14.8 427 209 165 162 262 47 83.7%87.4%85.3%95.9覧 22.5%
開成町 656 252 40421.557.316.4 4.878.5 183 123 113 U2 70 ll100.o覧100.0%100.0%100.0%8.9%
城山町 1,911 216 1,69519.57.762.310.480.5 627 194 97 82 530 112lo8.1%90.2%84.5鷲 94.9%57.7%









山北町 2,153 304 1,84935.4 2.965.8 0.068.7 6,855 522 324 324 6531 19899.9%95.1%92.3%100.0%37.9%
真鶴町 700 132 568 2.0 0.O 98.0 0.098.0 斑 99 舗 48 190 51 93.0%93.4%98.0%89.5%51.5%
湯河原町 4,099 399 3,70018.70.091.3 O.081.3 437 278 184 184 253 鮪 940質 78.5%93.9%162.1%33.8%
箱根町 9,403 48.9 0.051.1 o.o凱 、0 一 一
津久井町 5,090 295 4,79510.61.887.3 o.489.4 2,000 520 218 214 1782 306100.7%92.0%89.9%93.6%58.8%
相模湖町 3,140 178 2,962 2.8了↓3 2.579.6 765 151 70 70 695 81100.0鷲93.8%59.3%188.4%53.6%
藤野町 2,428 215 2,21311.80.328.0 0.128.4 乙822 296 205 205 2617 91lOO.0%100.0%99.5%10L1%30.7%
区 計 27,0131,52316,08720.5性7 77.70.479.513,1171,866 1,0491,04512,068 821 99.7覧 91.9%go.2%106.2%卓LO%
B告外 清川村 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
県計 199,517 245 16.753.3 3.573.450,98019,34512,25412,0238,7267,322100.3%96.0%90.7%107.6%37.8%
出典:1)都市緬 区域は県都市計画謀翼べによる(平成7年4月1日現在)
2)農業振興地域面積は県農地計画謀簡べ(平成7年3月31日)による。





拡大が見 られ 、横須賀 市(43%)、川 崎市(47%)、茅 ヶ崎市(5
0%)、厚木市(70%)、愛川町(70%)では、縮小 している。
2)農地 の現況
①都市計画 区分等 の農地 面積 の構成
都 市計画 区分別 に農地 の状 況を示 した ものが表4で ある。




②農業振興地域 内 白地農 地の現況
農業振興地域 内の 白地農地の面積率が多い市町村は 、表
4に 示す よ うに海老名 市(86%)、厚 木市(68%)、津久井町(5
9%)、城 山町(58%)、相模 湖町(54%)、真鶴町(52%)、綾瀬市
(51%)であ る。
白地農地 の面積 が多い市町村 は小 田原 市(1,212ha17%)、
厚木市(934hal3%)、横 浜市(740halO%)、伊勢原 市(550ha
8%)、平塚 市(543ha7%)、秦野 市(465ha6%)、海老名 市(4
45ha6%)であ る。
③耕作放棄 地の現状
各市町村 の農地 面積 に占める耕 作放棄地割合 が多い市町




県の 田の整備状 況は 、表5に 示す よ うに農 振農 用地(青
地農 地、以下農用 地)は0.2ha未満 の区画形状 が77.8%で、
0.2ha以上の整備 は1.2%とわず かで ある。
農用地の 田を主体 とす る市町村 の 内、不整 形の割合 が開
成 町(100%)、南足柄 市(85.6%)では高い。 厚木市、座間
市、平塚市 、藤沢 市、伊勢原 市、寒 川市 は、0.2ha未満 の
整 備率は高い。
白地農地の整備 も同様 に、0.2ha未満 の区画形状 が78.2
%で 、不整形 は21.8%である。
白地面積の 田が多い 、厚木 市、海老名市、伊勢原市 、小
田原市 を見 る と、0.2ha未満の 区画 形状 が海老名 市では100
%で 、不整形 は2割 弱 である。
農道 整備状況 は、農用地 で61.7%、白地農地で は31,4%
であ る。
農用地で は、寒川 町(100%)と 平塚 市(93%)の 整備
が進んでい る。 なお、伊勢原 市では農用地(85.1%)、白
地農地(98.7%)とも農道整備 が進 んでい る。
用水整備 の状況 では 、農用 地の不備は13.2%、白地農地
の不備 は24.1%であ る。
秦野市 と厚木 市の農用地の用水 不備が45%で、 白地農地
では厚 木市の用水不 備が84.6%と高い値 を示 してい る。
表5神 奈川県の田の整備状況 単位:%
区画形状 農道整備 用水整備












区画整 形につ いて、農用 地は43.3%で、藤 沢市(99%)、
綾瀬 市(85%)、 寒川町(82%)で 区画 整形割合 が高い。
白地農 地は14.8%にす ぎず、各市町村 とも不整形 であ る。
農道 の整備状 況は、農 用地で54.3%が整備済 みで、川崎
市(85%)、 愛川 町(85%)、 寒川 町(82%)が 高い。 白
地農 地は15.5%である。
表6神 奈川県の畑地 の整備状 況 単位:%
区画形状 農 道 畑地かんがい
農用地 白地農地 農用地 白地農地 農用地 白地農地
整形 整形 整備済 整備済 有 り 有り






























①総農 家数数 は1995年の農業セ ンサスに よる と、32,948戸
で減 少傾 向にある。
昭和60年か ら平成7年 までの地 区別 総農家数 の増減率 を
み る と、減少 率の高い地区は、津久井(20%)、川崎(19%)、
横 浜(15%)、県央(15%)、横 須賀(14%)、三浦(14%)で、減 少
率 の低 い地 区は、足柄 上(6%)、西湘(12%)とな ってい る。
②農 家数 の66.2%が販 売農 家で ある。 いずれ の地区 も減 少
で、特に津久井(28%)、川崎(19%)、県央(15%)で減少 して
いる。販 売農家 の構成 比では、横須賀 ・三浦 の78.7%、湘











































平 針 32,948△13.3 21,796△13.4 66.2 223 7L5
横 浜 5,190 △15.0 a493 △14.7 67.3 28.3 66.9
川 崎 L703 △19.1 1,048 △19.4 61.5 17.6 75.9
横須賀
・三浦
2,081 △14.4 1,638 △7.5 78.7 5玩7 92.0
県 央 6,726 △15.0 4178 △15.4 62.1 146 72.3
湘 南 8,325 △11.8 島097 △12.5 73.2 27.5 62.0
足柄上 3,824 △5.9 乳306 △10.0 60.3 8.9 76.2
西 湘 3,491 △1L6 乳443 △9.7 70.0 2LO 77.9
津久井 1,608 △19.5 593 △28.2 36.9 5.3 76.6
出典:1995年農業センサスより作成
2)世 帯員
①農家人 口は表9に 示す よ うに154,460人で、減 少傾 向に
あ る。特 に、津久井(24%)、川崎(21%)地区で減 少率が高 い。
農家人 口に占め る65歳以上の割合 は、各地区 とも増加 し、
各 地 区とも25%程度 とな ってい る。
②農 業就業人 口は59,560人で、平成2年 の71,404人に対 し
16.6%の減少 となってい る。
販 売農 家 にお ける農 業就 業人 口を年齢別 に平成2年 と比
較す る と、65歳以上 は6.4%増加 、64歳以下はいずれの階
層 で も減 少 してい る。
③ 後継 ぎ予定者 がい る農家数は27,151戸で82.4%となって
い る。 同居後継 ぎの場合 には72%であ る。
表9農 家人口の状況




県 計 154,460人 △17.0% 37,551人24.3%
横 浜 24,753 △18.3 5,985 24.2
川 崎 8,412 △21.2 2,053 24.4
横須賀
・三浦
9,936 △16.3 2,360 23.8
県 央 30,877 △19.4 7,571 24.5
湘 南 39,712 △15.7 9,429 23.7
足柄上 17,749 △9.7 4,274 24.1
西 湘 16,029 △15.3 4,016 25.1
津久井 6,992 △23.9 1,863 26.6
出典:1995年農業センサスより作成
3)土地
①経 営耕 地面積 は18,687haで、平成2年 に対 して13.5%の
減 少 とな って いる。 田は4,502ha(24.1%)で、15、4%の
減 少、畑 は9,551ha(51.1%)で、13.5%の減少、樹 園地
は4,634ha(24.8%)で、11.5%の減少 となっている。
地区別 の地 目別 経営耕地の構成割合 を表10で見 た場合 、
田は県央(33.3%)、湘南(32.5%)、足柄上(29.9%)地区に多
い。畑 は横須賀 ・三浦(91.2%)、横 浜(68.5%)、津久井(67.
1%)地区 、樹 園地 は西湘(64.3%)、足柄上(48.5%)地区で多
くなってい る。
②1戸 当た りの農 地利 用状 況は次の よ うであ る。
・1戸 当た りの 田の耕 地面積 は29.4aで、湘南(34.5a)、
西湘(30.6a)、県央(30a)地区で平均 よ り多 くな ってい る。
・1戸 当た りの畑 の耕地面積 は34.6aで、横 須賀 ・三浦地
区は72.5aと非常 に多 くなってい る。
・1戸 当た りの樹園地 の耕 地面積 は32.5aで、西 湘地区で
は52aとなってい る。
③ 大規模農家 で、借入耕地 面積 の増加 が見 られる。
④耕作放 棄地 の総面積 は1,215haで、平成2年 に対 して18.
7%の減少 とな ってい る。 地区別で は西湘がやや増加 して
い る。 県央で は耕 作放 棄地が減少 している。
表10土 地 の状 況















県 計 18,687△13.5 24.1
■
5L1 24.8 1,214△18.7
横 浜 2,794 △14.6 9」
.
68.522.4 68 △25.2
川 崎 664 △22.3 7.7 6L4 30.9 ll △4.3
横須賀
・三浦
1,623△5.8 5.4 91.2 3.4 61 △20.3
県 史 3,488 △15.7 33.3 52.214.4 178 △42.4
湘 南 5,573△12.4 32.5 52.8 14.7 339 △IL2
足柄上 L840 △10.7 29.9 2L6 48.5 187 △16.6
西 湘 2,160△12.5 25.5 10.2 64.3 216 0.8






























































































































































市町村 水 田 型 田 畑 型 畑 地型 農業集落
都市的地域 26 111 275 851 1237(82.7)
平地農業地域 2 8 6 32 46(3」)
中間農業地域 3 0 10 40 50(3.3)
山間農業地域 4 O 22 141 163(10.9)









農業 地域類型 別の農 業集落 は、都 市的地域 内が1,237集
落 で、82.70/。を 占めてい る。
県内で は畑 地型が1,064集落(71.1%)、次 いで 田畑型
313集落(20.9%)、水 田型119集落(8.0%)で 、畑 地型
の農業集落 が多 い。
3.重 複 地域の農 業集落の現状 と問題
(1)都市計画区域と農業振興地域が重複 した農業集落
神奈川県における集落地域整備法の対象 となる都市計画

























都市計画区域外 59 16 75
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散居(平 場)集 落 9 4%

























の他 の家 、他の人 とのつ きあいが希薄 になった」8集 落
(3%)で あ る。プラスの要 因 として は、 「3.生活環境 や
生活 意識 の改善 が進んだ」28集落(11%)、 「4.集落 に活





























































の確保 」7集 落(3%)、 「4.農業排水施設 の整備」6集
落(3%)と なっ てい る。
④ 生活環境施設 の評価 と要望
a)生活環境施 設整備の評価
生活環境施 設整備の評価 は、図11に示す よ うに 「4.あま
り整 備 され ていな い」 と 「5.ほとん ど整備 され ていない」
で123集落あ り、50%を占めてい る。 「1.十分整備 され て
い る」 「2.まあま あ整備 され ている」は15集落(6%)に






でい る」が48集落(20%)と最も多 く、次いで 「1.集落の
周辺で宅地化が進んでいる」41集落(17%)、 「4.全般的
に宅地化が進んでいる」25集落(10%)、 「2.集落周辺以











③農 業生 産 基盤施 設 の状況
図10は、整 備 が必 要 と思 われ る生産基盤施設 を示 した も
ので ある。最 も多い のは 「2.農道 の整備」 で157集落(65
%)と な ってい る。 次い で 「5.近代化施設 の整備 」37集落












整備が必要 な生活環境施設 を示 した ものが図12であ る。
最 も多 いのは 「2.集落道 路の整備 」で、122集落 、52%
を占めて いる。次 いで 「4.集落排水の整備」44集落(19
%)、 「3.公園等 の整備 」33集落(14%)、 「1.新規宅地
の整備」20集落(9%)、 「5.集落施 設の整 備」13集落

















図10整 備 が必要 と思われる生産基盤施設






































横浜市 ○ ○ *
川崎市 O 0 *
横須賀市 O ○ 5 4 　 1 1
鎌倉市 ○ ○ 0 0
逗子市 ○ 一 一 一
三浦市 O 0 11 6 　 5 5
葉山市 ○ 一 　 一
相模原市 O ○ 0 0
厚木市 O ○ 22 15 5 6 7
大和市 ○ O 3 3 一 一 O
海老名市 ○ O 6 6 一 一 0
座間市 O ○ 2 0 1 2 2
綾瀬市 ○ ○ 1 1 一 一 0
愛川町 ○ ○ 10 2 5 8 8
清川村 一 一 一 一 一
平塚市 ○ ○ 17 8 2 9 9
藤沢市 O ○ 7 7 一 一 0
茅ヶ崎市 ○ O 0 0
秦野市 ○ O 12 11 　 1 1
伊勢崎市 ○ ○ 16 11 1 5 5
寒川町 O ○ 2 2 一 一 0
大磯町 O ○ 4 0 4 2 4
二宮町 ○ ○ 2 1 一 1 1
南足柄町 ○ ○ 10 4 2 6 6
中井町 ○ ○ 15 3 1 11 12
大井町 O ○ 8 3 一 5 5
松田町 ○ ○ 0 0
山北町 ○ ○ 0 0
開成町 ○ ○ 3 2 一 1 1
小田原市 ○ ○ 28 17 3 11 11
箱根町 一 一 一
真鶴町 O ○ 0 0
湯河原町 ○ ○ 0 0
城山町 O ○ 14 0 14 10 14
津久井町 ○ ○ 28 2 25 19 26
相模湖町 ○ ○ 11 3 7 5 8
藤野町 ○ ○ 10 0 10 9 10
























集落地域現況調査の対象247集 落(以 下、調査対象 と
い う)に 対 して、総戸数100戸 以上、農用地面積10ha









減少 42集落(17%) 18集落 (16%) 24集落(18%)
横遣い UO集落(45%) 42集落 (38%) 68集落(50%)
増加 95集落(38%) 51集落 (46%) 44集落(32%)
計 247集落(100%) 111集落 (100%)136集落(100%)
1
②総戸数 と農家率
総戸数 と農家率には相関関係が見 られ る。総戸数が増加
す ると農家率は減少、総戸数が小さくなると農家率が高く





















図13人 口 動 向 別 総 戸 数 と農 家 率 の 関 係
▲































































図14平 地 ・斜 面 地 別 の 農 地 面 積 と農 地 整 備 率 の 関 係















































平 地 165集 落(67%) 87集 落(78%








役場がある 17集落(7%) 11集 落(10%)
学校がある 64集 落(26%) 49集 落(44%)
公民館等がある 175集 落(71%) 80集 落(72%)
病院がある 49集 落(20%) 34集 落(31%)
公園がある 101集 落(41%) 63集 落(57%)
































































































































































































































図18農 林 業 的 土 地 利 用 か ら他 用 途 へ の 転 換 に よ る

























































































































図21農 業生 産基盤 施設 の整備要 望別






































































図22生 活 環 境 施 設 の 整 備 要 望 別











































23に示すよ うに4つ の タイプに分けて分析を行 った。
①総戸数 と農家率の関係 を土地利用計画区分か ら分析 した
ものが図23である。
・総戸数500戸 以上になると、市街化区域を含む集落に















































































































図24都 市 計 画 の 計 画 タ イ プ 別





地整備率が0%の 集落には、農振外(用 途地域外)が 入る
タイプが多い。
143
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2)農振計画からの視点
農業振興地域整備計画より、農振地域内の原則として転
用が禁止 されている農用地区域内の農用地(青 地)と 比較
的農地転用が容易な農用地区域以外の農地としての 白地農




a.青地のみ のタイ プ 13集落
b.青地 〉白地の タイ プ 38集落
c.青地 ≦白地の タイ プ 33集落







































































































































青地のみ 6 3 2 2 13





11 9 3 10 33
白地のみ 10 2 2 8 22
不明 3 0 0 2 2




1)に対 して、 「自然環境や景観が悪くなった」(以 下、







設問(土 地利用2)に 対 して、 「各種の土地利用が混在す
る等集落全体の土地利用が無秩序である」(以 下、土地利
用が無秩序)を マイナス要因 と考え、 「未利用地 ・低利用
地が多い等、効率的な利用が行われていない」(以 下、未
利用地の問題)と 「各種の開発により地価の高騰や環境 ・











また、 「末利用地の問題」と 「環境 ・自然破壊の懸念」
144
集落地域の整備計画手法に関する研究 一神奈川県の事例一
の場合 には 、 「道 路沿い の宅地化 」 と 「全般的 に宅 地化 」
が要 因 とな ってい るこ とがわか る。
土地利用1の プ ラス要 因 「集落 に活気 が出てきた」 と
「環境 、意識 の改善 」 と回答 したのが35集落 ある。 スプ ロ
ールの状況 との関係 で見る と 「集 落周 辺の宅地化 」が12集
落 で最 も多 く、次 いで 「道 路沿いの宅地化 」8集 落 とな っ
てい る。


























































































い 点的繊 整備駆 1 →・,宅地整備の糎 駆1
(21)
→・繊 的雄 整齢 望駆1














5.事 例調査 によ る整備計画手法の検討
事例調査地区については、県の集落調査結果や各行政セ
ンターの担当者および県担当者と協議 して、以下の11市
町、17地 区を選定 して、現地調査 と既存資料か ら検討を
行った。
(1)事例調査地区
事例調査地区の集落形態 と地域の課題 を整理 したものが
表30である。
表30事 例調査地区の問題 と課題
市町名 地区名 形 態 地 域 の 問 題 と 課 題
厚木市 戸 田 ・
長沼 魏㌔
園芸 騨蹴 鵬 翼譲 聾馨鶉撒
厚木市 上古沢 鵠
畑+水 田
顯 然難 砦 卵甦 シ擁 鷲 纏欝歪鵠 麗題・今
伊勢原市 小稲葉 鶏 が主 禦 耀 轡 微 傷講境5竺聯 ・
藤野町 名倉 中山間
畑地 麟 議 灘 脇 灘 』繍撮
棒久井町 鳥屋 中山間











藤沢市 遠藤 台地 ・谷
地 §§㌶ 禦 ㌶ 離 職 轟編 縫 ・
藤沢市 離沢欝 欝婁灘 墾麟撒 ㌣ξ蹴 匡欝乎碧綱
藤沢市 宮原 平地水 田
+畑 墾罐 塁織 募繍 鵠編 亨鑓灘 ・
寒川町 田端 鶏+畑 讃欝 欝謹欝 欝織警繋 翻
平塚市 土屋
膿.酪
農 ・果樹 蓬雀 羅農鑓葉鞘 繊 麗碧㌍饗罐
平塚市 吉沢 丘陵
畑地が主 竃 遍鰍 瞬 ・罐 蝶 苦手篇語勢規
三浦市 高円坊
曇‖魏 §響闘瞥纏雛麟羅整麗麗歪星羅翻鰭が必要
三浦市 松輪 羅雛 邊群 麟 鵠 姦翻 鰹鰹 潔 罐富く低い髄 の錨























: ■ 用 地
(青地):
畑
三 市 三 市









































































































































ない純農 村的な地域では、今後も農業基盤の保全 ・整備 と
併せ生活環境施設整備 も行い、従来か ら地域が持っていた
環境 を維 持 ・保全 していくような環境共生的な整備を図る
ことが重要な集落地域である。
特 に、景観の整備や緑地の保全、水環境整備、居住環境






この よ うな集落地域については、農業基盤整備 を中心 と
して大規 模な区画形成等による営農環境の整備や生産組織
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設や協 定農地の位置づけが可能である。ただ し、残 りの優
良農地 にっいては、整備に伴い青地農地に変更す ることも
考えられ る。
④Dタ イプ:生 産 と生活の面的な総合型
青地 と白地の両方ともに未整備なDタ イプは、 「タイプ










タイプAの 場合:農 振農用地(青 地)・ 白地農地ともに整備済 みの場合





































水 田の一 部団地 が農用地指定 されて い る以
外、すべて 白地農地である































































































































囲 厚木市上古沢 山麓谷地畑+水 田 山麓の谷地、全て白地農地、未整備である隣接 して大規模な住宅団地(森 の里)が ある自然環境や 自然破壊、地価高騰の問題耕作放棄地などの荒れ地が点在 している
集落内道路の整備要望がある
国道のバイパスとインターの計画がある
谷地 田の 白地農地の整備 が考 え





















農用地(青地) 河川沿い平坦な水田は青地 で、未整備 集落周辺の畑 と既存集 落の一体 ・青地の水田 と白地の畑







平坦地の土地改良事業の推進 *環境共生(保 全)型 と
丘陵地の畑 ・樹園地の基盤整備 地域活性化型
既存 (白地) 畑+果樹 る 「いこいの村あ しが ら」や農産物の直売 地域資源を生かした観光農業等 ・丘陵地を生か した生産






内山 地域資源や 自然を生か した、生 化型(集落地域整備法型)
《タイプD1》 +樹園地 旧村の中心集落で、小 ・中学校や農協 、商店 産 と集落環境の一体的な整備 ・水田 と畑 の基盤 整備 に
な どの集積 がある 新規宅地による人 口対策 よる非農用地 の創 出と生
人口減少にともない学校の維持が問題 活環境整備)
津久井町 中山間 国道沿いの10集落か らなる 自然環境を生かした集落整備 *地域活性化型
青野原 緩傾斜地 小 ・中学校がある 拠点集落の面的な整備 ・中心地集落 の環境保全
畑地中心 一部で、集落周辺で宅地が進んでいる 地域資源やふれあい農園等を発 上の土地利用計 画 と面的
ふれ あい農園が整備 されている 展 させる土地利用計画が必要 な整備による拠点づ くり
寒川町 平地 市街化区域 に隣接、白地農地内での都市的土 都市的土地利用と農業的土地利 *スプロール対応型
田端 水田+畑 地利用の混在が多く見られる 用の一体的整備が必要 (集落地域整備法型)
(青地) 優良農地が一団に残っている 水田は田畑輪換なる整備が必要 ・白地農地 を中心 とし一




平塚市 丘陵 傾斜地で不整形農地が多い、道路も狭 い 丘陵傾斜地の基盤整備が課題 *環境共生(保 全)対 応
吉沢 畑地が主 人口は横這い、小学校 の児童数減少 新規宅地を含めた生活環境整備 型と開発対応型
既存 集落内道路が狭い、生活環境整備はあま り整 が必要 、ただ し周辺で大規模な ・農道 をは じめとす る総














+水 田 る 計画が必要 ・都 市的土地利用 と農業
生活道路整備の要望がある 斜面林の保全 土地利用の調和 を図 り、
耕作放棄地が見られる 農業環境の総合的整備を
行 う
津久井町 中山間 道路沿いに9集 落が連担 している 白地農地の計画的土地利用 *地域活性化型
鳥屋 畑地中心 人 口増加が2集 落で見られる、幹線道路局辺 斜面緑地の保全 ・土地基盤整備や近代化
+樹園地 の宅地化が進行 してい るミニ開発 も見 られ る 宮ケ瀬ダ ムの立地条件を生か し 施設、生活環境施設整備
生活環境施設は未整備で、集落道路の整備要 た観光農業が課題 ・観光農業等の施設整備
望が強い 中心集落には、小 ・中学校がある 儂業環境総合整備事業)
藤野町 中山間 4集落か らなる1集 落で都市圧による人 口 都市的土地利用に対する対策と *ス プロール対応型と地
名倉 畑地 増加 して農 振の見直 しが行われ 集 域活性化型
観光農園 「ふ じの園芸 ラン ド▲や、 「ふるさ 団農 地は農用地、集落周 辺は 白 ・集団農地の 自然環境 保
と芸術むら」の拠点地区整備が行われ ている 地農 地 とした観 光農 園 「ふ じの 全的の基盤整備
ま とまった集団農地は農用地指定されている 園芸 ラン ド」やfふ るさと芸術 ・白地農地の計画的対応

















丘 陵地 域の ため 、面的整
備 が困難 な地域である。
.従って 、面整備 は難 しく
農道整備 が中心 となる。
既 存集 落は 、低 地部 にあ
る場合 に は、 面整備 が 可能
で、「生産(点 、線)と 生活
(面)の 整 備型jが 考 え ら
れ る。 丘 陵地 に点 在 してい
る場合に は、「生産 と生 活の






















































水 田は 、小規 模 な
ほ場整 備で 、 田畑転
換 の促進 を図る。
畑 地は 、農道 、 ほ
場 区画 、 かん水 施 設
整備 を行 う。
拠 点集 落の整 備 が
中心 で、 生活 環境 整
備を行 う。
地 域 の活性 化の た
めの施策を行 う。
いずれ に して も、




























































































計 画 現 況 整 備 項 目































































































































































備の類型化 と整備イ メージ をま とめたものが図32である。
大きくは、農業地帯別 の農地整備の状況か ら、集落地域
の類型化別の整備イメージが考 えられ、農振計画のパター


































































































・青地 と白地 農地 ともに整備済 み
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